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要　約

　多様性はアジアの強みである。その多様性が貿易、投資、経済成長

の機会を与える。アジア諸国は、域内や世界の国々と密接に結び付き

ながら繁栄してきた。国際的なサプライ・チェーンは、各国の比較優

位性を活かすようなかたちで広がっている。その結果、アジアは世界

経済において一層中心的な役割を担うようになり、その役割は、世界

の工場とも、最大の貯蓄主体とも、アウトソーシングを請け負う巨大

企業とも言えるようなものである。

　しかし、十分に各国が繋がっていなければ、多様性は繁栄よりも格

差を生み出すものである。アジアの貿易（特に一層複雑化している生

産ネットワーク）の競争力は、効率性・迅速性・信頼を兼ね備えた、

シームレスなインフラ・ネットワークによって決まる。これは、アジ

アの発展パターンを見れば明らかである。アジアで成功している企業

は、国際空港や国際港に近い沿岸部に密集している。しかし内陸国や

遠隔地、島国など、アジアの大部分は地理的にも経済的に孤立してお

り、アジアの潜在力の多くは依然として未開のままである。

　アジア地域のインフラは、部分的には世界水準に達しているといえ

るが、本研究が示すように、その多くは世界水準を下回っている。近

年の急速な経済成長は、現存のインフラ（特に運輸、エネルギー、通

信インフラ）への大きな圧力となっている。不十分なインフラ・ネッ

トワークは成長のボトルネックとなり、競争性を脅かし、貧困削減の

障害にもなっている。

　本研究は、地域協力の促進を通じた地域インフラの発展に関する主

要課題を検証し、汎アジア・インフラ協力の枠組みを提示する。アジ

ア開発銀行とアジア開発銀行研究所が知る限りでは、地域インフラに

関するこのような研究を行うのは初めてのことである。本研究の長期
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的なビジョンは、シームレス・アジアの創造である。シームレス・ア

ジアとは、世界水準の環境に優しいインフラ・ネットワークで結びつ

いている統合された地域をいう。このインフラ・ネットワークは、「

ハード」と「ソフト」の両方を含み、「ハード」の開発・運営は「ソ

フト」によって支えられるものである。目下の課題は、アジア域内

を、またアジアと世界を効率的かつシームレスに（継ぎ目なく）連結

させることである。

　本研究は、アジアのインフラ・ネットワークの質と量を高めるこ

とによる便益は非常に大きく、域内の全ての国がその便益を享受す

ることを明らかにした。物流ネットワークの価値は最弱環（weakest 

link）の水準によって決まり、域内各国のサプライ・チェーンは他国

のインフラ整備から便益を受ける。また、ネットワークを拡大するほ

ど、より多くのユーザーに便益をもたらす。そのため、内陸部との連

結を改善すれば、内陸部のみならず、沿岸部の貿易や経済も促進され

るだろう。また、国内の電力網やガス・パイプラインを連結したり、

共通のエネルギー資源（例えば水力発電用の河川）を利用したりする

ことで、地域のエネルギー貿易が促進され、その結果コストが低下す

る。さらに供給が多様化され、エネルギー安全保障が強化される。地

域インフラの整備は、全ての関係国にwin-winの結果をもたらすのであ

る。

　域内の連結が改善されれば、市場へのアクセスが増加し、貿易コス

トが低下し、より効率的にエネルギーが生産・利用されるようにな

り、アジアに大きな便益をもたらすだろう。汎アジアの連結を促進す

るような運輸、通信、エネルギーインフラの投資が、2010～2020年の

間に必要な規模で実施されれば、アジアの開発途上国は実質所得を13

兆ドルまで増加させると予測されている。このような所得の向上は、

貿易依存の大きい各国や、インフラ整備の必要性が極めて高い国にお

いてみられよう。アジアの指導者には、この大きな所得向上を無視す

る余裕はない。

　2010～2020年の間に、アジアは国内インフラの整備に約8兆ドルの

投資を必要としている。さらに、既に計画されている特定の運輸・エ

ネルギーインフラを整備するために約2900億ドルが必要である。ま

た、2015年までに150億ドルで実施する21の優先事業が特定されてい

る。この優先事業の成功と、そこから生まれる大きな便益は、地域イ
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域内貿易と域内投資の後押し

ンフラ・ネットワークの更なる強化に向けた強い推進力となるだろ

う。2010～2020年の11年間に必要とされるインフラ投資額は年間約

7,500億ドルである。

　本研究が出版されるころにも、世界金融市場の混乱と、その結果と

しての世界的不況は続いているだろう。現在の危機が長引き、先進国

の需要が停滞し続ければ、アジアの生産も縮小するだろう。しかし

1997～1998年の金融危機の教訓は明らかで、それは、インフラ投資を

削減し、将来の回復機会を損なうようなことは避けるべきだというこ

とである。そのため、2010～2020年の間にインフラ・ネットワークの

質・量を高めることが重要である。現在の危機の中期的な影響を緩和

するため、アジアは域内需要に注力していく必要がある。民間投資の

縮小が予想される中、各国はインフラ投資を加速・増加させる財政刺

激策を実行すべきである。目下のところ、地域インフラ協力を促進す

ることで、これら各国の取り組みを補完することができる。アジア開

発銀行や世界銀行のような国際機関は、地域インフラ・プログラムへ

の財政的・技術的支援を増加させる必要があろう。

　長期的には、アジアの大きさと多様性の恩恵を最大化するために、

アジアに単一市場を創るしかない。そこでは、モノ、サービス、資

本、情報、ヒトが自由に移動することができる。シームレス・アジア

を創設するという長期的ビジョンに向かうためには、世界水準の汎ア

ジア・インフラ・ネットワークが必要である。この汎アジア・インフ

ラ・ネットワークは、（１）域内・世界市場への開かれた接続を提供

し、（２）経済合理性と政治的リーダーシップにより推進され、（３

）一国内、二国間、サブ・リージョンのプログラムから構成され、（

４）インフラ・ネットワークの適切な整備とそれに対する資金手当て

を確保するための幅広く効果的な地域枠組みにより支援される。

　インフラの連結が良好な地域では、貿易は急速に拡大してきた。東

アジア（特に中国）における貿易は急速に増加しているが、南アジア

やサブ・リージョン間のようなインフラ接続が弱いところでは貿易量
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地域インフラ・ネットワークの便益

は小さい。アジアでは、輸入関税や抑制的な貿易政策などによる貿易

障害は軽減されつつあるが、インフラ不足は一層重要な問題となって

いる。関税や非関税障壁を取り除くことよりも、インフラを整備する

ことの方が貿易コストの削減と貿易量の増加に有効である。

　アジアのほとんどの財は海運で輸送されている。しかしその中身

は、大きい財から、軽くて高付加価値の財にシフトしつつあり、空運

輸送が増加しつつある。道路や鉄道による長距離輸送は比較的少な

く、アジアでは陸続きの諸国同士の貿易が他地域に比べて非常に少な

い。貿易コストが高い内陸国にとっては、道路や鉄道を通じた港への

接続を改善することが特に重要である。

　輸出は市場全体で多様化しており、域内のサプライ・チェーン向け

の部品貿易が、全体の貿易量増加の大半を占めている。この傾向は、

異なる輸送モード間の接続を容易にし、より多くの地域で短時間かつ

低コストな貿易を可能にするような、効率的で柔軟な物流ネットワー

クの必要性を強調するものである。物流ネットワークは、情報通信技

術への投資、人材育成、貿易円滑化への協力、ソフト・インフラの改

善などによって強化される必要があるだろう。

　インフラが急速な経済成長を促進・持続させるために重要な役割を

果たすことは広く実証されている。本研究は、他の新興地域に比べて

東アジアが急成長を遂げたことを、インフラの違いによって説明が可

能である点を示している。また多くの調査が、通信、運輸、エネルギ

ーインフラに対する投資収益が、他の資本投資よりも遥かに優れてい

ることを証明している。さらに、アジアの開発途上国における複数の

研究が、インフラ（特に道路や電力）が貧困削減に寄与していること

を明らかにしている。

　地域インフラ開発における主要課題の一つは、地域インフラ事業のコ

ストと便益の不均等な分配に対処することである。関係国にとってwin-

winの結果となるよう、国を跨る負の社会・経済インパクトを適切に管

理することも重要である。地域インフラの便益に対する研究は数少ない
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　アジアはここ15年以上かけて、サブ･リージョンのインフラ・プログ

ラムの発展において一定の進展を遂げてきた。重層的なサブ・リージ

ョン・グループの間で、アジアのインフラに関して様々な協力が進め

られてきた。サブ･リージョンのプログラムの中では、GMSが最も進ん

でおり、他の地域での発展は限定的である。サブ・リージョン間の連

結については、特に南アジアと東アジア間の連結が遅れている。

　更なる進展のためには、地域協力のための効果的な体制を新しく整

備することに加えて、既存の体制を強化する必要もある。アジアは他

の地域、特にヨーロッパやラテンアメリカの経験から学ぶことができ

る。EUの経験は、地域インフラ協力の枠組みを作るためには、利害を

収束させる仲介者や実施監理のための知名度の高い取りまとめ役が必

要なことを示している。ラテンアメリカの経験は、対話や協力を進め

るためのフォーラムが、地域統合や地域インフラの便益を人々に認識

させ、非生産的事業を取り除き、国家と地方機関の間を調整し、利害

関係者の参加を増加させることを示している。他地域の教訓は有益で

あるが、最終的にはアジアは地域特有のニーズや状況に応じた政策や

制度を作り上げなければならない。

　これまでアジアは、インフラ開発に対してボトムアップ式の市場主

導型アプローチをとってきた。しかし今は、シームレス・アジアを創

設するため、トップダウン式の、市場拡大・需要喚起型アプローチを

もって上記を補う必要がある。さらに、アジアにとって主要な輸出市

場の低迷が長期化すると予想されており、域内需要に合わせて長期的

効果的な政策と制度の設計

が、本研究で用いた経済モデルによると、その便益は非常に大きく、広

く分配され、しばしば最貧層が最大の受益者となる。中央アジアやGMS、

南アジアの事例研究では、サブ・リージョンのインフラ事業による便益

はそのコストを大きく上回ることが示されている。地域インフラ事業の

負のインパクトには、交通事故や人身売買、住民移転、環境破壊などが

含まれ、これらへの対応が必要となる。運輸やエネルギー投資の環境意

識を高め、特に気候変動への影響を軽減する努力が重要である。
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に経済をリバランスしていく必要性があるだろう。そのためには多く

の政策変更が必要であり、特に汎アジアの統合を優先していかなけれ

ばならない。

　アジアのニーズや置かれている状況は多様であり、地域統合に向け

た政治的コミットメントもさまざまであることから、サブ・リージョ

ンのインフラ・プログラムは異なる速度・経路で発展してきた。アジ

アは、既存のサブ・リージョンのプログラムを強化・統合することに

よって、汎アジア・インフラ・ネットワークを創造するべきである。

　そのため、汎アジア・インフラ・フォーラム（PAIF）を設立し、サ

ブ・リージョンにおける既存のインフラ・イニシアティブを調整・統

合するべきである。PAIFは地域の主要な全利害関係者を集めることに

より、地域インフラ計画に関する合意形成、優先順位付け、調整を行

うことができる。また、国際的なベスト・プラクティスに基づき、法

規制に関する調和された基準、負の社会・環境的インパクトに対応・

緩和するための共通枠組みを作ることができる。PAIFの中で、運輸や

エネルギーといったセクターごとのサブ・フォーラムや、法規制のよ

うなソフト・インフラに関するサブ・フォーラムを設立することもで

きるだろう。

地域インフラへのファイナンス

　適切なファイナンスなくして、シームレス・アジアは実現しない。

しかし、インフラ事業に対するファイナンスは、民間セクターが負担

したがらないリスクや不確実性が存在するため、（特に地域プロジェ

クトの場合には）しばしば難しい。そのため、ほとんどの地域インフ

ラ事業は政府によって実施・ファイナンスされている。官民連携の事

業でも、何らかの政府保証が必要とされている。

　他地域の経験を踏まえると、地域インフラ事業を実施・ファイナン

スすることは、EUにおいてでさえ時間のかかる複雑なプロセスである

ことが示されている。ラテンアメリカの事例から明らかなように、最

高位の政治的リーダーシップは必要だが、それでも十分ではない。国

内予算の配分に責任を持つ各国の政治家にとって、しばしば地域イン
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フラ事業の優先度は低いため、国際機関からの支援が必要になる場合

が多い。さらにそのような事業が、経済活動も支持団体も殆どないよ

うな地域に対するインフラ建設を含んでいる場合もある。外部からの

譲許的ファイナンスは、そのような事業を投資家にとってより魅力的

にするために必要かもしれない。

　域内の多額の国内貯蓄は、アジアにおける巨大なインフラ投資需要

の主要なファイナンス・ソースになるだろう。世界金融市場が混乱し

ているため、国内や地域の金融市場からの資金により補完される政府

予算支出を背景に、公共セクターは今後も主要な役割を果たしいく必

要がある。アジアの各国政府は、実行可能な地域インフラ投資のた

め、域内貯蓄の動員・プールを強化する必要がある。もし収益性の高

い地域インフラ事業を形成することができれば、官民連携を含む民間

ファイナンスを得られるかもしれない。国内や地域の債券市場を（特

にアジア債券市場イニシアティブやアジア債券基金のようなイニシア

ティブを通じて）強化することは、インフラ・ファイナンスのソース

を広げ、アジアの巨大な貯蓄を活用するための第一歩である。

　アジア・インフラ・ファンド（AIF）を立ち上げ、アジアや世界の資

金を動員し、収益性のある地域インフラ事業を形成・ファイナンスす

るという課題に応えるべきである。AIFの資金源は、政府、政府系ファ

ンド（Sovereign Wealth Fund）、多国間開発銀行、二国間援助機関な

ど、さまざま考えられる。AIFには法的根拠を与え、自己資金や債券発

行を通じて事業をファイナンスすることや、民間投資家も含めた他機

関者と協調融資することを可能にするべきである。AIFは、ファイナン

ス準備を促進することにより、PAIFが特定・優先付けした事業へのフ

ァイナンスを支援することができる。また、国家開発計画における地

域インフラ事業の優先度を上げるため、グラントや譲許的ファイナン

スを提供することもできる。さらに、主要な政治的、経済的、金融的

リスクに対する保証を提供することもできる。
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シームレス・アジアに向けて

•	 汎アジアの結合のために必要な地域インフラへの投資が実行され

れば、2010～2020年の間およびそれ以降に、約13兆ドルの実質所

得の向上をアジアの開発途上国にもたらすだろう

•	 シームレス・アジアの創設に向けてPAIFを設立し、既存のサブ・

リージョン・インフラ・イニシアティブの調整・統合を進めるべ

きである。

•	 2010～2020年の間に、国内インフラに約8兆ドル、特定の地域イン

フラに約2,900億ドルの投資が必要とされており、これはインフラ

投資全体で年平均7,500億ドルである。

•	 アジアや世界の資本を動員し、収益性のある地域インフラ事業の

優先順位付け、形成、ファイナンスを行うため、AIFが必要であ

る。

本研究の主要なメッセージは以下の通りである。

　域内の政策立案者は、地域を横断する道路、鉄道、橋梁、発電所、

パイプラインの建設を優先すべきである。この不安定な時代に、アジ

アは立ち止まったり後戻りしたりすることできない。むしろ、全ての

アジア市民の便益のために、大きく多様なアジアを統合するという困

難でやりがいのある課題への取り組みを進めなければならない。アジ

アは統合することにより、経済成長が後押しされ、その便益をより広

く配分することができるだろう。そして地域の競争力を高め、世界と

のつながりを拡大、さらには貧困を削減し、環境持続性を高めること

ができるだろう。そのためには、共通のビジョン、強い政治的リーダ

ーシップによるコミットメント、最高水準のパートナーシップが必要

不可欠である。今こそ、シームレス・アジアに向けて動き出す時であ

る。


